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§１.  2005年6月期 連結決算について



2004年6月期 2005年6月期
前年同期比

増減率（％）

売上高 7,144 18,783 162.9
営業利益 402 2,314 475.4
経常利益 283 2,153 659.0
当期利益 105 2,251 2,037.4
ＥＰＳ（円） 0.94 109.15 ―

遡及修正後ＥＰＳ
（円）※

9.35 109.15 1,067.4

（単位：百万円）

■ 発行済株式の総数は自己株式を控除しております。

■ 2005年4月に10：1の株式併合を行っております。

■ ※に関しては、株式併合を遡及修正した数値となっております。

2005年6月期 連結決算業績
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セグメント別売上高の構成比較

不動産・住宅関連事業が売上全体の
53.8％を占め、売上高に大きく寄与。

当該事業における売上高合計は
10,102百万円。

美容健康 服飾品 就職関連 その他 住宅関連 不動産関連 合計

2005年6月 2,281 5,032 1,052 314 5,266 4,836
－

18,783
2004年6月 2,642 2,217 1,249 1,035 － 7,144

（単位：百万円）



セグメント別営業利益の構成比較

▲ 500 0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

2004/6

2005/6 美容健康
服飾品
就職
その他
住宅関連
不動産関連

美容健康 服飾品 就職関連 その他 住宅関連 不動産関連 合計

2005年6月 40 ▲102 ▲124 71 396 2,033
－

2,314
2004年6月 271 113 ▲127 144 － 402

（単位：百万円）

（注）上記服飾品事業の営業損失102百万円は、旧ＴＫＩの連結調整勘定162百万円の償却後。償却前は、60百

万円の営業利益。ホメオスタイル単体は営業黒字。

業態転換による経常的な黒字体質を
確立。営業利益は、前期比475.4％

増加。
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94/3期

過去12期連続経常赤字
不動産関連事業

に転換！

(単位:百万円）

単体決算１2期連続の経常赤字から脱却へ！
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526抜本的事業転換の断行により、
13期振りの単体経常利益を実現！

抜本的事業転換の断行により、
13期振りの単体経常利益を実現！



2005年6月期の配当金

1株当たりの
中間配当金

１株当たりの
期末配当金

（※）

１株当たりの
年間配当金

(※)

0円 25円 25円

2005年６月期の配当性向：45.7％
（※）普通配当：15円、復配記念配当：10円

13期振りの復配の実現へ！

■ 配当政策は連結業績を総合的に勘案して実施
株主の皆様に対する安定的かつ適正な利益還元を目指すとともに、内部留保による

競争力・収益力の向上に向けた事業投資を積極的に行うことを基本方針として、当期
より連結業績を総合的に勘案 した上で配当を実施することといたします。



§２.  2005年6月期 セグメント別概況

（１）不動産関連事業
（２）住宅関連事業



（１）不動産関連事業のハイライト

①2004年11月から随時、不動産関連４事業（不動産投資事業、不動産開発
事業、不動産ファンド事業、不動産コンサルテーション事業）を立上げ。

②当該事業の創業期であり、各分野において事業基盤づくりが着実に進行
し、具体的には、不動産開発事業における開発物件の用地取得、また不
動産ファンド事業におけるファンド立上げ、加えて不動産コンサルティング
における新サービス「ＳＢＩパートナーズ・ローン（不動産業者向け買取保証
型不動産ローン）」の提供開始、等々の施策を実施。

③同時に、短期的な収益確保に向け不動産投資事業等に注力。具体的に
は、物件の複雑な権利関係の調整や改修工事等のバリューアップ手法が
順調に進展し、早期売却が実現したことにより、収益に大きく寄与した結
果、不動産関連事業の売上高は、48億36百万円、営業利益は20億33百
万円となった。
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ソリューション

事業

ディベロップメント
事業

投資家

安定した配当
ファンド組入

不動産コンサルティングの依頼
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戦略ドメイン戦略ドメイン

競争優位性競争優位性
コーポレート・コーポレート・

ブランドブランド

当社グループの戦略ドメイン

継続的な優位性の確立

従業員

対内コミュニケーション

[ 競争優位性の
磨き上げ ]

■戦略ドメイン：【不動産を中核
に不動産事業から派生する
様々なモノに対してアクセスし、
それらを金融・ITと融合させ、従
来の不動産事業を超える領域】
＝【“ＳＢＩパートナーズ”らしさが
実現でき、かつ競争力を持ち得
る領域】

洗練された高度な専門性の保
持と未来を切り拓く若さやチャ
レンジ精神に溢れた企業文化
を基盤とした、ワンストップでの
不動産開発・流動化・バリュー
アップを創造する遺伝子（“ＳＢ
Ｉパートナーズらしさ”）

[ 安定した事業
執行を委任 ]

[ 顧客の期待 ]

継続的な成長

不動産の持つ多くのリスクを分析し、
これを最小限にコントロールすること
により、株主や投資家の皆様に対し
てはリターンの最大化を実現し、また、
顧客の皆様に対しては投資効率の
より高い資産を提案すること

■事業ドメイン：【不動産と金融とＩＴ（情報技術）の融合】

顧客 株主

対外コミュニケーション



私募私募不動産ファンドの不動産ファンドの概要概要

開発型不動産ファンド「 SBIパートナーズファンドB号匿名組合」の概要

・ファンド特長 ： 収益不動産、開発投資を行い安定配当が目的

・ファンド規模 ： 約150～200億円程度

・運用開始時期 ： 2005年６月より開始

・ファンド期間 ： ７年

・投 資 対 象 ： 開発用土地信託受益権、収益不動産信託受益権など

不動産関連ファンド「 SBIパートナーズファンドA号匿名組合」の概要

・ファンド特長 ： 不動産及び不動産に関連する企業への投資が目的

・ファンド規模 ： 45億円（ｴｸｲﾃｨのみ）

・運用開始時期 ： 2005年６月より開始

・ファンド期間 ： ５年

・投 資 対 象 ： 不動産及び不動産に関連する企業（未公開企業）

累積投資資産規模累積投資資産規模
約約2525億円億円（既に目処が付（既に目処が付

いている予定案件を含む）いている予定案件を含む）

累積投資資産規模累積投資資産規模
約約100100億円億円（既に目処が（既に目処が

付いている予定案件を含む）付いている予定案件を含む）



・事業者向けﾛｰﾝ会社

・クレジットリスクの審査機能あり

・物件の複雑な権利関係の調整や
ﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟに関するｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ等
のｻｰﾋﾞｽを提供

・不動産の迅速な査定機能あり

平成17年４月26日のプレスリリース発表以降、不動産業者より多数の
問い合わせ有り

平成17年６月１日より取扱い開始
スピーディーな対応により、既に関東圏、関西圏で複数の融資を実行
今後、積極的に各種媒体への広告宣伝活動を展開予定

・ﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの専門集団で
あり、物件の賃料査定やﾃﾅﾝﾄ
付等のｻｰﾋﾞｽを提供

・不動産情報ﾈｯﾄﾜｰｸあり

SBIパートナーズ・ローン（不動産業者向け買取保証型不動産ローン）SBIパートナーズ・ローン（不動産業者向け買取保証型不動産ローン）

SBIパートナーズ・ローンの概要

http://www.apamanshop.co.jp/index.html


（2）住宅関連事業のハイライト

①2004年10月のＳＢＩプランナーズ（旧エスビーアイ・ホームプランナー）の株
式取得による子会社化により、新たな事業セグメントとして設定。当社では、
ＳＢＩプランナーズとの連携を強化するため、2005年1月に簡易株式交換に
より、同社を完全子会社化。

②当該事業においては、主に賃貸マンション等の設計施工及び不動産取引
等に関するコンサルティング事業等を積極的に展開しており、土地所有者
に対しては、有効な不動産活用を提案しつつ、建築資金の調達支援、ロー
コストによる施工、賃貸管理サービス等を提供するとともに、入居者に対し
ては、リーズナブルで高品質な生活空間の提供を行っている。

③2004年10月からの9ヶ月の連結期間であったが、ファイナンシャル・アドバ
イザリー契約等の不動産コンサルティング事業が好調で、収益に大きく寄
与した結果、売上高は52億66百万円、営業利益は3億96百万円となった。

■■ ＳＢＩプランナーズは、ＳＢＩプランナーズは、下請会社等の情報ルートを徹底活用し、一部過熱感の出ている不動産市況のなか、下請会社等の情報ルートを徹底活用し、一部過熱感の出ている不動産市況のなか、

収益性の高い出口戦略が描ける土地を随時発掘、確保することで、収益性の高い出口戦略が描ける土地を随時発掘、確保することで、当社当社グループが手掛ける開発事業の工グループが手掛ける開発事業の工
事事請負請負を一括受注を一括受注しているしている。。ＳＢＩプランナーズの競争優位性（強み）は、ＳＢＩプランナーズの競争優位性（強み）は、建物や製品の共通化・規格化による建物や製品の共通化・規格化による
資材の一括仕入れや建設工程の管理による工期短縮等による独自の低コストシステムを確立し、業界平均資材の一括仕入れや建設工程の管理による工期短縮等による独自の低コストシステムを確立し、業界平均
の８割以下という低価格で良質のＲＣ（鉄筋コンクリート）造の賃貸マンションの８割以下という低価格で良質のＲＣ（鉄筋コンクリート）造の賃貸マンション等等をを設計施工設計施工できる点である。できる点である。



住宅関連事業とディベロップメント事業の連携住宅関連事業とディベロップメント事業の連携

開発物件の売却にあたっては、
①外部ファンドへの売却
②自社ファンドでの保有
の両面で検討可能であるため、
価格交渉の面において優位性を確保。

※ 子会社ＳＢＩプランナーズ（本社：名古屋）の情報ルートの徹底活用により、一部

過熱感の出ている不動産市況のなか、採算のよい物件を随時発掘、確保。

開発用地の取得状況
名古屋地区６物件取得・着手：投資予定総額約100億円

⇒全物件とも完成後（2006.3～）に売却予定

完成イメージ

〈ブランドロゴマーク〉

再生余地のある土地、建物に対し、高品質な建築、改装、デザ

インを加えることで、外部投資家へ付加価値の高い開発型物件

を提供



土地診断から入居まで

投資用アパート経営
のトータルサポート

借入のアレンジメント
等の支援

バックアップシステム

建物・部屋の管理等

物件マネジメント等の
フルサポート

売却等出口戦略の

サポート

投資用アパート経営のトータルサポート

投資家のニーズに合わせ、多様なオプションサービスを提供

■新たな投資家層の開拓：

①土地無し、自己資金少額の投資家にレバレッジを
利かしたアパート等の不動産投資機会を提供

②公的年金の補完商品として、新購入層であるサ
ラリーマン・公務員・自営業者をターゲット

顧客（投資家）

金融機関

安定収入がほしいな

新マーケットにおける不動産投資機会の提供新マーケットにおける不動産投資機会の提供

投資用アパート事業投資用アパート事業のの概要概要



■投資用アパート事業のスキーム

顧客（投資家）

土地取得

【投資家のニーズに合わせた商品設計】

レベル１：投資用アパートの販売のみ

レベル２：借入のアレンジメントまでサポート

レベル３：不動産管理（テナント付け）までサポート

レベル４：家賃保証から売却等の出口戦略までサポート
投資用アパート開発

商品名：『投資上手くん（仮称）』

インターネットや
証券会社等を通じて

投資家へ販売

インターネットや
証券会社等を通じて

投資家へ販売

【投資家募集】

投資用アパート事業投資用アパート事業ののスキームイメージスキームイメージ



§３.  2005年6月期 財務状況について



（単位：百万円）

2005年6月期 財務状況

前期末
（2004年6月末）

当期末
（2005年6月末）

差異

純資産 2,643 20,900 18,257

自己資本比率
（%）

35.7 57.9 22.2

キャッシュ残高 1,244 11,000 9,756

純有利子負債 2,449 ▲2,048 ▲4,497



連結自己資本比率の向上

流動資産
2,692

固定資産
4,702

流動負債
2,905

固定負債
1,660

株主資本
2,643

少数株主持分

186
固定資産

7,257

株主資本
20,900

流動資産
28,862

固定負債
10,642

流動負債
3,710

少数株主持分

867

前々期 （2004年6月） 前期 （2005年6月）

連結自己資本比率： 35.7％ ⇒ 57.9％

（単位：百万円）

■ 新株予約権付社債（20億円）の全額株式転換

■ ＳＢＩホールディングスを引受先とする第三者割
当増資（総額69.6億円）の実施

※7月19日払込完了で、ＳＢＩホールディングスを
引受先とする第三者割当増資（61.8億円）を実施

連結自己資本比率が更に64.0％へ向上！



継続企業の前提について

2004年６月期決算において、継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象
又は状況（ゴーイングコンサーン）に関する注記を記載した。

2005年６月期決算においては、

①経常的な黒字体質の確立及び②財務体質の改善により、

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象や状況の完全な解消に向け、
環境が整う見込みである。



§４.  業態転換までの流れ



現在

時間

Time

企業価値

Corporate value
企業価値に基づく基本線

Bottom line based  on Corporate value

Start up

成長期

起点

①不採算事業からの撤退。選択と
集中により、すべての経営資源を
不動産関連事業へ集約

②SBIホールディングス

と不動産関連事業にお
いて戦略的ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯ
ﾌﾟを構築

仮説推論アプ
ローチによる
更なる企業価
値の創造

③SBIグループの非金融

事業におけるコア企業と
なる（持分法適用関連会
社となる）

財務体質の改善

ビジネス・ライフサイクルおける業態転換の流れ



2004年10月
主にRC造の賃貸マンション等の設計施工を営むＳＢＩプラン
ナーズ（株）（旧エスビーアイ・ホームプランナー）を子会社化

2004年11月
新たな事業として、不動産関連事業（不動産投資事業、
不動産ファンド事業、不動産コンサルティング事業）を開始

ＳＢＩホールディングス（株）（旧ソフトバンク・インベストメント）
を引受先とする第三者割当増資を実施
調達資金総額 約45億円

2005年1月 代表取締役専務であった相原志保が代表取締役社長に就任

2004年12月

一般企業向け就職情報提供事業等を1月末に休止

トピックス（2004年10月～2005年1月）



ＳＢＩホールディングス（株）（旧ソフトバンク・インベストメント）
代表取締役CEOである北尾吉孝氏を取締役会長として招聘

2005年2月

臨時株主総会の承認を得て、4月1日付での10対1の株式
併合及び1単元の株式数の変更（1,000株⇒100株）を発表

ＳＢＩホールディングス（株）を引受先とする第三者割当増資
を実施。調達資金総額 24.6億円

2005年4月
『株式会社メガブレーン』から『ＳＢＩパートナーズ株式会社』へ
商号変更を実施

医療情報提供事業等を簡易会社分割により承継会社へ事業
承継し、就職情報提供事業から全面撤退

トピックス（2005年2月～2005年4月）



ＳＢＩホールディングス（株）を引受先とする第三者割当増資を
実施し、同社の持分法適用関連会社となる
調達資金総額 61.8億円

2005年6月

2005年7月

販売促進コンサルティング事業等を営むエスビーアイ・プロモ
（株）の株式を全部譲渡し、連結の範囲から除外

美容健康事業及び服飾品販売事業等を営むホメオスタイル
（株）の株式を譲渡（2005年7月28日付）のうえ、連結子会社
から持分法適用関連会社とし、より一層不動産関連事業へ
軸足をシフトする姿勢を鮮明に打ち出す

新たな事業展開として、生活支援情報提供等の事業分野へ
進出するべく、情報サイト『生活ガイド.COM』を開始

トピックス（2005年5月～2005年7月）



§５.  来期業績の予想



2006年6月期（2005年7月1日～2006年6月30日）の業績予想

2006年6月期《連結》業績予想

（単位：百万円）

売 上 高

経常利益

当期純利益

14,000

3,000

18,783

2,153

2,251

今回予想（B）
2006年6月期

2,600

実績（A）
2005年6月期

増減額
（B－A）

▲4,783

847

349

▲25.5

15.5

【売上高の減少要因】①美容健康事業及び服飾品販売事業を営むホメオスタイル（株）が連
結子会社から持分法適用関連会社になったこと（前期売上高：約73億円）、②就職関連事業
から全面撤退したこと（前期売上高：約10億円）によるもの。

前年同期比増減率（％）

(B-A)/A×100

39.3



不動産投資事業 来期目標経常利益 約15億円

重点施策：既投資案件（投資残高：約60億円）のバリューアップによる早期売却の実現

2006年6月期の重点施策

不動産開発事業及び住宅関連事業 来期目標経常利益 約5億円

重点施策：既投資案件（資産規模：約50億円）の円滑な工事着工および竣工の実現

インキュベーション事業 来期目標経常利益 約5億円

重点施策：既投資案件（投資残高：約10億円）のうち、株式公開準備段階に入っている投資先に

対する様々な支援を実施し、早期ＩＰＯによるキャピタルゲインの獲得を目指す

不動産ファンド事業 来期目標経常利益 約3億円

重点施策：既組成済みの私募不動産ファンド（資産規模：約150億円）の安定運営によるAMフィー、
PMフィーの獲得

不動産コンサルティング事業 来期目標経常利益 約2億円

重点施策：投資コンサルティング及び不動産ソリューションコンサルティングによる手数料の獲得、
ならびにＳＢＩパートナーズ・ローンや投資用アパート事業等の積極的な事業展開による収益の獲得
を目指す



§６.  ＳＢＩグループとの関係強化に

よるビジネスの可能性について



ＳＢＩホールディングスの持ち株比率の推移
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■ 2004年11月～ 不動産関連事業の開始に伴い、ＳＢＩホールディングスからの出資額増大。

ＳＢＩホールディングスとの不動産関連事業分野でのﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ強化。

■ 2005年7月（今年度） 第三者割当増資後、ＳＢＩホールディングスの持分法適用関連会社となる。



ＳＢＩグループとの関係強化によるメリット

豊富、かつ安定した資金
面でのバックボーンの確
保による機動的な資金
調達の実現

総合金融ｸﾞﾙｰﾌﾟあ
るＳＢＩｸﾞﾙｰﾌﾟの有す
るｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ・ﾊﾞﾝｷ
ﾝｸﾞ・ﾉｳﾊｳの吸収と
活用によるｲﾝｷｭﾍﾞｰ
ｼｮﾝ事業の強化

物件の仕入情報から
出口戦略まで、ＳＢＩ
グループの有する広
範囲のネットワークを
フル活用し、収益機
会の最大化を目指す

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ・ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨの
明確化による統一した
思想のもとでの付加価
値の創造

ＳＢＩＳＢＩｸﾞﾙｰﾌﾟｸﾞﾙｰﾌﾟとの関係との関係
強化強化によるｼﾅｼﾞｰのによるｼﾅｼﾞｰの

徹底追求徹底追求

新しい市場価値の
あるﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙを

「効率化」する

構築したﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞ
ﾙを徹底的に利用し
「収益を追求」する

http://www.sbigroup.co.jp/index.html


ＳＢＩブランド活用の期待効果

ブ
ラ
ン
ド
・ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
の
明
確
化

企業価値向上
を後押しする
事業上の方向
付け

確立した経営
方針のもと、
事業活動にお
けるこだわりを
維持

社員への浸透
を通じた求心
力の強化

事
業
活
動
に
お
け
る
統
一
し
た
思
想
の
も
と
で
の
付
加
価
値
の
創
造

・業績向上

・株主への訴求ポイン
トの明確化

・実態を伴ったブランド
の普及活動

・ロイヤルカスタマーマ
ネジメントの強化

・求める人材のプル

・社員における“誇り”
の醸成

・株価向上

・優良株主（及び株主候補）
への訴求力向上

・“選ばれるブランド”としての
存在感の確立

・既存顧客へのバーゲニング
パワー向上

・利益率の向上、改善

・基本感に呼応する人材集団
の形成によるブランドの純度
の維持・向上

・誇りに立脚したﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ向
上による個々の社員の生産
性の向上

人材戦略

ＩＲ戦略 投資家への訴求力向上投資家への訴求力向上

社員の貢献ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの最大化社員の貢献ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙの最大化

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ戦略
顧客との関係強化顧客との関係強化

http://www.sbigroup.co.jp/index.html


ＳＢＩﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの持分
法適用関連会社となり、

関係強化を図る

ＳＢＩﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽの持分
法適用関連会社となり、

関係強化を図る

ＳＢＩｸﾞﾙｰﾌﾟとの戦略的ﾊﾟｰﾄ
ﾅｰｼｯﾌﾟの強化により、事業ﾄﾞ
ﾒｲﾝである「不動産・金融・ＩＴ
の融合」の加速化を目指す

ＳＢＩｸﾞﾙｰﾌﾟとの戦略的ﾊﾟｰﾄ
ﾅｰｼｯﾌﾟの強化により、事業ﾄﾞ
ﾒｲﾝである「不動産・金融・ＩＴ
の融合」の加速化を目指す

ＳＢＩｸﾞﾙｰﾌﾟが有するＩＴ・金
融ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾉｳﾊｳ活用し、
新しい事業領域の創造と

育成を担う

ＳＢＩｸﾞﾙｰﾌﾟが有するＩＴ・金
融ﾋﾞｼﾞﾈｽのﾉｳﾊｳ活用し、
新しい事業領域の創造と

育成を担う

「不動産業界のｲﾉﾍﾞｰﾀｰ」
として、多様な総合不動産
関連ビジネスに積極的に

取り組む

ＳＢＩｸﾞﾙｰﾌﾟとの関係強化によるﾋﾞｼﾞﾈｽﾁｬﾝｽの拡大

「不動産業界のｲﾉﾍﾞｰﾀｰ」
として、多様な総合不動産
関連ビジネスに積極的に

取り組む

ＳＢＩグループは、総合金融
グループとして事業拡大を
押し進めると共に、「金融を
核に金融を超える」をモッ
トーに、金融業で培ってき
た経営資源・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾉｳﾊｳ
を活用して金融以外の事
業領域へ積極的に進出し
てゆく方針 ⇒ そのうち、
戦略上、極めて重要な不動
産関連事業を当社グルー

プが担う

ＳＢＩグループの既存
事業とのシナジー効
果の追求による収益

機会の極大化

「顧客中心主義」に基づいた、
特色のある私募・公募の不動
産ファンド、あるいは、J-REIT
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄにおけるﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ・ﾏ
ﾈｼﾞｬｰとして中心的な役割を
担い、収益の拡大を目指す

時間 Time

企業価値

Corporate 
Value

http://www.sbigroup.co.jp/index.html


市場分析

資本市場

不動産

I T 金 融

総合不動産関連サービスを提供する
「不動産業界のイノベーター」

SBIグループが有する金融サービスとIT（情報技術）のノウハウを活用し、事業ドメインで
ある「不動産・金融・ITの融合」による革新的な不動産関連サービスを総合的に提供する

ＳＢＩパートナーズグループが目指す企業像

戦略構築

市場の魅力度 競合状況

戦略のポジショニング

戦略的要素

スコープ及び内容

経済的収益性

財務状況

成長性

シナリオ構築及び
ｵﾌﾟｼｮﾝの検討

創造的革新性

組織デザイン

業績管理と評価

内部構造と資源

戦略実現

プロジェクト立上げと社内資源の確認

成功要素と重点課題の認識と対応

業績のコントロール

戦略の選択

株主が期待する
利益を継続的に
提供できるため
の財務戦略

顧客がﾌﾟﾗｽｱﾙﾌｧを認
める人的価値を長期
的に最大化する人事・
ｱﾗｲｱﾝｽ戦略

競合企業と比較して顧客から選択
される企業になるための競合戦略

顧客の求めているビジネスを最も効果的かつ
効率的に提供するプロセス及び組織戦略



§７.  新事業 『生活ガイド・ドットコム』
http://www.seikatsu-guide.com



【 地域密着型・行政サービス比較検索サイト 】

http://www.seikatsu-guide.com/

生活ガイド・ドットコムの展開で、不動産事業との相乗効果を追求

これまで自治体のホームページなどに点在していた情報を一括に集約し、３つの検索

システムを開発。市区検索、項目毎のランキング検索、２つ以上の市区を見比べる比較

検索によって、固定観念やイメージ先行でない合理的な住まい探しを提案します。

さらに、地域のコミュニティサイトとして、行政と地域産業の活性化を促します。

これまで自治体のホームページなどに点在していた情報を一括に集約し、３つの検索

システムを開発。市区検索、項目毎のランキング検索、２つ以上の市区を見比べる比較

検索によって、固定観念やイメージ先行でない合理的な住まい探しを提案します。

さらに、地域のコミュニティサイトとして、行政と地域産業の活性化を促します。

・行政サービス検索「情報フロンティア研究会」（総務省）
・「ICTを活用した地域社会への住民参加のあり方に関する

研究会」（総務省）
・「ごろっとやっちろ」（熊本県八代市）・・・自治体初のSNS

行政のICＴ（Information and Communication Technology）の取り組み

当サイトの
『三位一体』の構図



不動産

自治体

ＡＳＰサービス使用料
広告掲載料

ＡＳＰサービス使用料
広告掲載料

不動産仲介手数料
ＡＳＰサービス使用料

広告掲載料

不動産仲介手数料
ＡＳＰサービス使用料

広告掲載料

※現時点で自治体の情報
掲載はフリーの予定です

※現時点で自治体の情報
掲載はフリーの予定です

将来的に【一般投資家向け
オークション】の検討

・行政サービスの紹介
・助成金の紹介
・緊急災害関連情報
・その他制度の情報

etc.

ディベロッパー

引越し

賃貸

リフォーム

不動産開発業者が保有する分譲住宅・
分譲マンションの情報や地域の不動産
賃貸会社と物件情報などを提供

ユーザー

地域産業

【ビジネスプラン】

・地域のお得情報
・地域に特化した広告
・消費者の生の声

etc.

・地域住民
・住まいを探している人
・引越しやリフォームを考えている人

etc.

不動産情報を多く扱うことで、当グループの不動産
関連事業に大きな相乗効果が期待されます。

情報提供

収益

収益

システム提供

情報提供

システム提供

情報提供

情報提供

システム提供

http://www.dex.ne.jp/download/photo/frame.cgi?rtn=14&tmptype=/pex/rf/search/rf_search_redirecter.jhtml&channel=11&db=d&ldtype=A&n_list=12&thumbsize=150&thumbsize=150&ctgptn=7&genre1=10&ucd=PHM15_0013
http://www.dex.ne.jp/pex/rf/search/rf_search_preview.jhtml?start=74&lastServiceTime=1122468282487&number=73
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